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株式会社　 ロ ー ソ ン
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貸 借 対 照 表
(2026年２月28日現在)

（単位：百万円）
資 産 の 部 負 債 の 部
科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産 340,579 流 動 負 債 442,968
現 金 及 び 預 金
加 盟 店 貸 勘 定
リ ー ス 債 権
商 品
前 払 費 用
未 収 入 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
構 築 物
工 具、 器 具 及 び 備 品
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定
無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ エ ア
の れ ん
そ の 他
投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
長 期 貸 付 金
長 期 前 払 費 用
差 入 保 証 金
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

115,937
57,356
14,117
870

16,297
128,750
7,940
△691

631,936
327,300
164,486
19,025
9,011
8,006

126,368
401

42,888
40,714
1,971
202

261,747
3,678

108,274
27,141
8,748
82,998
30,530
1,310
△935

買 掛 金
関 係 会 社 短 期 借 入 金
リ ー ス 債 務
未 払 金
未 払 法 人 税 等
未 払 費 用
預 り 金
賞 与 引 当 金
そ の 他

固 定 負 債
長 期 借 入 金
リ ー ス 債 務
退 職 給 付 引 当 金
役 員 退 職 慰 労 引 当 金
資 産 除 去 債 務
そ の 他

131,039
86,310
32,998
34,697
8,396
2,542

134,659
3,036
9,288

272,395
90,000
115,180
16,585
1,801
33,720
15,108

負 債 合 計 715,363
純 資 産 の 部

株 主 資 本 256,036
資 本 金
資 本 剰 余 金
資 本 準 備 金

利 益 剰 余 金
利 益 準 備 金
そ の 他 利 益 剰 余 金
別 途 積 立 金
繰 越 利 益 剰 余 金

評 価 ・ 換 算 差 額 等
その他有価証券評価差額金
土 地 再 評 価 差 額 金

58,506
47,696
47,696
149,833

727

50,000
99,106
1,115
1,184
△68

純 資 産 合 計 257,152
資 産 合 計 972,515 負 債 及 び 純 資 産 合 計 972,515
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損 益 計 算 書
（2025
2026

年
年
３
２
月
月
１
28
日から
日まで）

（単位：百万円）

科 目 金 額

営 業 収 入
加 盟 店 か ら の 収 入 314,765
そ の 他 の 営 業 収 入 94,505 409,271

売 上 高
売 上 高 （30,964） 30,964
営 業 総 収 入 440,235

売 上 原 価 （22,213） 22,213
売 上 総 利 益 （8,750）
営 業 総 利 益 418,021

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 353,131
営 業 利 益 64,890

営 業 外 収 益
受 取 利 息 668
受 取 配 当 金 15,148
そ の 他 1,398 17,214

営 業 外 費 用
支 払 利 息 3,587
リ ー ス 解 約 損 551
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 567
そ の 他 584 5,290
経 常 利 益 76,814

特 別 利 益
投 資 有 価 証 券 売 却 益 38 38

特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 損 1,990
減 損 損 失 4,764
そ の 他 446 7,201
税 引 前 当 期 純 利 益 69,651
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 15,246
法 人 税 等 調 整 額 863 16,109
当 期 純 利 益 53,541
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個 別 注 記 表
（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
１．資産の評価基準及び評価方法
(1) 有価証券
①子会社株式及び関連会社株式
移動平均法による原価法
②その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの
時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は、移動平均法により算定）
市場価格のない株式等
移動平均法による原価法

(2) 棚卸資産
商品
主に売価還元法による原価法（貸借対照表価額については、収益性の低下に基づく簿価切下げによる方法によ
り算定）

２．固定資産の減価償却の方法
(1) 有形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は、建物は10年〜34年、工具、器具及び備品は５年〜８年であります。

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用してお
ります。

(3) リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

(4) 長期前払費用
定額法を採用しております。

３．引当金の計上基準
(1) 貸倒引当金

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については
個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金
従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当事業年度に見合う分を計上しており
ます。

(3) 退職給付引当金
従業員への退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産に基づき計上しておりま
す。
①退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、
給付算定式基準によっております。
②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定年数（10年）による定額法により費
用処理しております。
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）
による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。

(4) 役員退職慰労引当金
取締役及び執行役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。

４．収益及び費用の計上基準
(1) 収益の認識方法

当社では、顧客との契約について、以下のステップを適用することにより収益を認識しております。
ステップ１：顧客との契約を識別する
ステップ２：契約における履行義務を識別する
ステップ３：取引価格を算定する
ステップ４：取引価格を契約における履行義務に配分する
ステップ５：企業が履行義務の充足時に収益を認識する
取引の対価は履行義務を充足してから主に１か月以内に受領しているため、実務上の便法を使用し、重要な金
融要素の調整は行っておりません。
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(2) 当社の主な事業における収益の認識
当社は、国内コンビニエンスストア事業を主な事業内容としております。
・国内コンビニエンスストア事業のうち、フランチャイズ（FC）加盟店に対する収益
当社は、国内コンビニエンスストア事業のFC加盟店に対して、開店準備作業、運営ノウハウや商標等のライセ
ンスの供与、研修や会計事務代行等の役務提供、販売用什器、看板及び情報システム等の貸与といった契約上の
義務を負っておりますが、これらの活動は相互に密接に関連しており、分離して別個のサービスとして履行する
ことができないことから、リース取引を除き、単一の履行義務であると判断しております。この履行義務は時の
経過及びサービスの提供に従って充足されると考えられますが、ロイヤリティ収入は取引価格が店舗の営業総利
益ベースの変動ロイヤリティであるため、契約期間にわたり、当該営業総利益が発生するにつれて収益を認識し
ております。
・国内コンビニエンスストア事業の直営店の収益
当社は、国内コンビニエンスストア事業で一般消費財を販売しております。これら物品の販売による収益は、
商品を顧客に引き渡した時点で支配が移転したものと判断し、収益を認識しております。
当社は、履行義務の識別にあたっては、本人か代理人かの検討を行い、自らの約束の性質が、特定された財又

はサービスを自ら提供する履行義務である場合には、本人として収益を対価の総額で、他の当事者によって提供
されるように手配する履行義務である場合には、代理人として収益を手数料又は報酬の額若しくは対価の純額で
損益計算書に表示しております。本人と判断する指標としては、以下の３点を考慮しております。
・当社が、特定された財又はサービスを提供する約束の履行に対する主たる責任を有している。
・特定された財又はサービスが顧客に移転される前、又は顧客への支配の移転の後に、当社が在庫リスクを有
している。
・特定された財又はサービスの価格の設定において、当社に裁量権がある。
収益は、取引価格から、値引き、割戻し及びリベート等の顧客に支払われる対価を控除した金額で測定してお
ります。顧客に対して追加的な財又はサービスを取得するオプションを付与し、重要な権利を提供している場合
には、これを別個の履行義務として取引価格を配分し、その将来の財又はサービスの移転時又はオプションの消
滅時に収益を認識しております。

379,949百万円

29,035百万円
23 〃

15,073 〃
257 〃

（貸借対照表に関する注記）
１．有形固定資産の減価償却累計額

２．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
短期金銭債権
長期金銭債権
短期金銭債務
長期金銭債務

３．土地の再評価
当社は「土地の再評価に関する法律」（1998年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用の土地の再評価を行

っております。この評価差額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。
再評価の方法 「土地の再評価に関する法律施行令」（1998年３月31日公布政令第119号）第２条第４号

に定める路線価に基づき合理的な調整を行った価額及び同条第５号に定める鑑定評価に基
づいて算出しております。

再評価を行った年月日 2002年２月28日
95百万円再評価を行った土地の当事業年度末における時価と再評価後の帳簿価額との差額

４．保証債務
下記の関係会社の金融機関からの借入債務及び未払金等に対し、保証を行っております。
株式会社ローソン銀行 50,000百万円

331 〃株式会社ローソンエンタテインメント
株式会社ＳＣＩ 261 〃
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（税効果会計に関する注記）
１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰 延 税 金 資 産
資 産 除 去 債 務 11,276百万円
減 損 損 失 10,930 〃
関 係 会 社 株 式 等 評 価 損 8,713 〃
退 職 給 付 引 当 金 6,465 〃
減 価 償 却 超 過 額 2,271 〃
賞 与 引 当 金 910 〃
未 払 事 業 税 758 〃
貸 倒 引 当 金 512 〃
そ の 他 4,729 〃
繰 延 税 金 資 産 小 計 46,568百万円
評 価 性 引 当 額 △11,835 〃
繰 延 税 金 資 産 合 計 34,733百万円

繰 延 税 金 負 債
資 産 除 去 債 務 に 対 応 す る 除 去 費 用 △3,621百万円
そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 △545 〃
そ の 他 △36 〃
繰 延 税 金 負 債 合 計 △4,202百万円
繰 延 税 金 資 産 の 純 額 30,530百万円

２．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正
「所得税法等の一部を改正する法律」（2025年法律第13号）が2025年３月31日に国会で成立したことに伴い、
2026年４月１日以後開始する事業年度より、「防衛特別法人税」の課税が行われることになりました。これに伴い、
2027年３月１日以後に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異に係る繰延税金資産及び繰延税金負債に
ついては、法定実効税率を30.62％から31.52％に変更し計算しております。この税率変更により、繰延税金資産の
金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）が705百万円増加し、法人税等調整額が720百万円、その他有価証券評
価差額金が15百万円、それぞれ減少しております。

３．法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理
当社は、グループ通算制度を適用しております。また、「グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に
関する取扱い」（実務対応報告第42号 2021年８月12日）に従って、法人税及び地方法人税の会計処理又はこれら
に関する税効果会計の会計並びに開示を行っております。



6

（関連当事者との取引に関する注記）

子会社及び関連会社等

属性 会社等の
名 称

事 業 の
内容又は
職 業

議決権等
の 所 有
（被所有）
割 合

関 係 内 容
取引の内容 取引金額

（百万円） 科 目 期末残高
（百万円）事業上の

関 係
役員
兼務

子会社

㈱ Ｓ Ｃ Ｉ
国内コンビニ
エンスストア
事 業

所有
直接
100.0％

SCM 業 務 あり
資金の返済
資金の借入
借 入 利 息

62,900
59,800

16
短期借入金
未 払 利 息

11,000
1

㈱ローソン
エンタテイン
メ ン ト

エンタテインメント
関 連 事 業

所有
直接
100.0％

チケット、
音楽 ･ 映 像
ソ フ ト
等 の 販 売

あり
資金の返済
資金の借入
借 入 利 息

33,000
40,000
134

短期借入金
未 払 利 息

67,000
81

㈱ローソンス
トア100

国内コンビニ
エンスストア
事 業

所有
直接
100.0％

商品の購入
経 営 指 導 あり

資金の貸付
資金の回収
貸 付 利 息

10,400
9,900

1
短期貸付金
未 収 利 息

1,200
0

㈱ローソン
銀 行

金 融
関 連 事 業

所有
直接
95.0％

銀 行 業 あり
預金の預入
債 務 保 証
保証料の受入

64,071
50,000

0

現金及び預金
-
-

49,514
-
-

取引条件及び取引条件の決定方針等
１．当社は一部の子会社に対して資金集中管理を行っており、当社と子会社の間で貸付・借入を行っております。
２．貸付金及び借入金の金利は、市場金利を勘案して合理的に決定しております。
３．預金の預入の取引金額は当事業年度中の平均残高を記載しております。
４．㈱ローソン銀行の金融機関からの借入金に対する債務保証を行っております。なお、保証料率は市場金利を勘
案して合理的に決定しております。

５．㈱ローソンストア100に対する貸付金に対し、691百万円の貸倒引当金を計上しております。また当事業年度に
おいて、合計567百万円の貸倒引当金繰入額を計上しております。

その他の関係会社の子会社

属性 会社等の
名 称

事 業 の
内容又は
職 業

議決権等
の 所 有
（被所有）
割 合

関 係 内 容
取引の内容 取引金額

（百万円） 科 目 期末残高
（百万円）事業上の

関 係
役員
兼務

その他の関係会社の
子会社

三菱食品㈱ 加 工 食 品 等
の 販 売 − 商品仕入先 なし

直営店仕入
(加盟店仕入)
運 送 費
運送費受入

10,428
(872,102)
63,748
73,764

買 掛 金

未 払 金
未 収 入 金

73,630

5,411
6,111

㈱ケー・シー・エス 加 工 食 品 等の 販 売 − 商品仕入先 なし 直営店仕入
(加盟店仕入)

2,617
(93,789) 買 掛 金 7,621

取引条件及び取引条件の決定方針等
商品仕入につきましては、一般の取引条件と同様に決定しております。
なお、（ ）内の加盟店仕入につきましては、当社が決済代行を行っており、当社との直接取引ではありません。

（１株当たり情報に関する注記）

１．１株当たり純資産額
２．１株当たり当期純利益

128,576百万円
26,770百万円

（重要な後発事象に関する注記）
該当事項はありません。

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
記載金額及び株式数は表示単位未満を切捨て、比率については四捨五入して表示しております。




